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アピセ・関及び関市勤労会館 指定管理者募集要項 
 

 

関市では、「市民ひとり１学習 １スポーツ １ボランティア」を奨励し、市民に生涯

学習、スポーツ、福祉の場を提供するため、多様化するニーズに対応した地域活性化の拠

点整備を進めています。 

「アピセ・関」及び「関市勤労会館」（以下「２館」という。）は、文化、教養の向上及

び福祉の増進を図るため、より多くの市民の皆様に親しまれる施設となることが期待され

ています。 

こうした中、これらの施設をより効果的かつ効率的に管理運営するため、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４４条の２第３項、関市公の施設

の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年関市条例第１７号）、アピセ・関

条例（平成１５年関市条例第１６号）、関市勤労会館条例（平成５年関市条

例第３３号）の規定に基づき、施設の管理、運営に関する業務を行う指定管理者の募集

を行います。 

 

 

１ 施設等の概要 

 

（１）名称・所在地・開設年月日 

施 設 名 所  在  地 開 設 年 月 日 

アピセ・関 関市平和通 7 丁目 5 番地 1 平成 15 年 4 月 1 日(平成元年建築) 

月)（()()()()(tikunenngetu ) 関市勤労会館

勤 労 会 館 

関市平和通 6 丁目 11 番地 1 平成 5 年 10 月 1 日(昭和 50 年建築) 

築)   

（２）施設の設置目的 

ア 市民の文化と教養の向上の場の提供 

イ 市民の福祉の増進の場の提供 

ウ 市民のスポーツの場の提供 

エ 災害時避難場所の提供 

 

（３）施設の概要 

 

ア 土 地  

施  設  名 所   在   地 敷地面積 

アピセ・関 関市平和通 7 丁目 5 番地 1 ５,７２６㎡ 

㎡ 
関市勤労会館 関市平和通 6 丁目 11 番地 1 １,４６４㎡ 
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イ 建物・構築物 

施  設  名 構  造 延べ床面積 施 設 内 容 

アピセ・関  

鉄筋コンクリート造 

 

２ 階 建 

１,１７２㎡ 

体育室兼多目的ホール  

会議室（２）   

研修室（３）  

文化教養室（和室）  

エレベーター１基  

駐車場（約１１０台分） 

関市勤労会館  

鉄筋コンクリート造 

 

２ 階 建 

７０６.３８㎡ 

大会議室  

小会議室（２）  

和室  

駐車場（約２０台分） 

  

 

２ 指定管理の条件等 

 

（１）指定管理者が行う業務 

指定管理者は、別紙「アピセ・関及び関市勤労会館管理運営業務仕様書」に定める運

営に関する基本方針に基づき、次の業務を行うこととします。 

ア 使用許可に関すること。 

イ 管理運営に関すること。 

ウ 施設及び設備の維持管理に関すること。 

エ 利用料金制による管理運営。 

オ その他市長が定める業務。 

 

なお、指定管理者は市との協議の上、市が認めた場合は、施設の利便性向上等の目的

のために自主的な事業を行うことができます。 

 

（２）指定管理に関する経費等の取扱い 

ア 利用料金制度について 

法第２４４条の２第８項及び同条第９項の規定に基づく利用料金制を適用すること

とし、利用料金及び指定管理者の自主事業による事業収入は指定管理者の収入とし

ます。なお、利用料金は、アピセ・関条例第１９条第３項及び関市勤労会館条例第

１５条第３項に定める金額の範囲内で、市長の承認を得た金額とします。 

ただし、関市勤労会館では一部行政財産の目的外使用があり、この部分における使

用料、冷暖房費等は関市に納入されます。 
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イ 市が指定管理者に支払う費用 

（ア）指定管理料の決定 

指定管理における２館の５年間の委託料合計提案額は７９，４００，０００円

（消費税込み）以内とします。   

（この額を上回った場合は受付できません。）  

指定管理者として決定した場合、業務に係る指定管理料は、提案された事業計

画書に記載された金額の範囲内で内容を両者で精査した後、市予算の範囲内で

協定書により定め、年度ごとに指定管理者に交付します。 

また、指定管理料の精算は行いませんので、経費の不足分が発生した場合は指

定管理者の負担としますが、不測の事態により対象経費に大幅な増減が生じた

場合は、翌年度以降の予算で見直しをする場合があります。 

（イ）指定管理料の支払い 

指定管理料は会計年度ごとに分割し、年２回（４月、１０月）に指定管理者の

請求により、前払で支払うことができます。 

（ウ）管理口座・区分経理について 

指定管理者としての業務に係る経費及び収入は、法人等自体の口座とは別の口

座で管理し、指定管理者としての業務に係る経理と、その他の法人等に係る経

理は区分して整理してください。 

 

（３）指定の期間 

指定管理の期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間）とし

ます。 

法第２４４条の２第１１項の規定に基づき、当該公の施設の管理の適正を期するため

に市長が行う必要な指示に指定管理者が従わない場合、その他当該指定管理者による

管理を継続することが適当でないと認める場合は、指定を取り消し又は期間を定めて

管理業務の全部又は一部の停止を命ずる場合があります。指定を取り消す場合は、指

定管理者の損害に対し市は賠償を行いません。また、取り消しに伴う市の損害につい

て、指定管理者に損害賠償請求を行うことがあります。 

 

  

３ 申請の手続き 

（１）応募資格・条件 

応募することができるのは、次に掲げる事項をすべて満たしている者（特定共同企業体

等で応募する場合には、全ての構成員）とします。 

ア 単独の法人(ＮＰＯ法人、財団法人等公益法人等を含む。)又は特定共同企業体

等のいずれかであること。 

（法人格を持たない団体については、特定共同企業体等の構成員となることがで

きますが、その代表者になることはできません。なお、個人はいかなる形式でも
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応募できません。） 

イ 市内に本社又は、支店・営業所等を有していること（ただし特定共同企業体等

の場合は、代表する団体は市内に本社、支店等を有していること）。 

ウ 同法施行令第１６７条の４第２項（同項を準用する場合を含む。）の規定により

本市における一般競争入札等の参加を制限される団体でないこと。  

エ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、再生手続きの開始の申し

立てがなされていないこと及びその開始決定がなされていないこと。 

オ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき、更生手続きの開始の申し

立てがなされていないこと及びその開始決定がなされていないこと。 

カ 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされて

いないこと及びその開始決定がなされていないこと。 

キ 直近１年間の法人税、法人市民税、消費税及び地方消費税を滞納していないこ

と。 

ク 法第２４４条の２第１１項の規定により、過去２年以内において本市及び他の

地方公共団体から指定管理者の指定の取消しを受けていないこと。 

ケ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団でないこと又は暴力団若しくは暴力団員と関係を有

していないこと。 

コ 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）が破産手続

きを受けて復権を得ない者に該当しないこと。 

 

なお、特定共同企業体等で応募する場合は代表する法人を定め、様式第４号「特定

共同企業体構成員届出書」及び様式第４号の２「特定共同企業体協定書」により協定

を結んでいただく必要がありますが、応募する法人は、他のグループの構成員になる

ことはできません。 

また、共同企業体の構成員の変更（ただし、市が特に理由があると認める場合に

は、この限りではありません。）は認めません。 

 

（２）応募書類の提出方法等 

【募集要項の公表】   令和７年８月１日（金）から９月５日（金）まで関市ホームペ

ージに掲載します。 

（ アドレス https://www.city.seki.lg.jp/ ） 

【応募書類の受付期間】令和７年８月１日（金）から９月５日（金）まで 

（土、日曜日及び祝日を除きます。） 

午前９時から午後５時まで(正午から午後１時までを除く) 

【提 出 方 法】  電話予約の上、関市役所商工課まで持参してください。 

電子メール、FAX での提出は認めません。 

申請に要する経費はすべて申請者の負担とします。 
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【受 付 場 所】  関市役所 産業経済部商工課（北庁舎 ２階） 

関市若草通３丁目１番地 

電話 （０５７５）２３－６７５２ 

 

（３）提出書類 

別紙「提出書類一覧表」のとおり、正本１部、副本９部（コピー可）を提出してくだ

さい。 

 

（４）現地説明会の開催 

応募にあたっては現地説明会を開催します。応募を予定している場合は、事前に予

約のうえ出席してください。説明会当日は、募集要項、仕様書、応募様式等は配布し

ませんので、関市のホームページから資料を印刷のうえ持参してください。 

【開催日時】  令和７年８月１９日（火）午後２時から 

【会  場】  アピセ・関 １階第１会議室 

（関市平和通７丁目５番地１） 

【視察場所】  アピセ・関、関市勤労会館 

※説明会への参加を希望される方は、様式第６号に必要事項を記入のうえ、８月１２

日（火）午後５時までに電子メールでお申し込みください。電子メールを送付後、電

話にて商工課まで確認の連絡をしてください。 

（メールアドレス：shoko@city.seki.lg.jp） 

 

（５）質問事項の受付 

応募にあたって募集要項の内容等に関する質問を、次のとおり受付します。 

【質問受付期間】  令和７年８月８日(金）～８月２２日（金）午後５時 

【質問受付方法】  質問票（様式第５号）に記入の上、電子メールで提出して

ください。（メールアドレス：shoko@city.seki.lg.jp） 

※送信後、商工課まで確認の連絡をしてください。 

窓口、電話、FAX でのお問い合わせには一切応じられませ

んので、ご了承ください。 

質問に対する回答は、令和７年８月２８日（木）に関市ホームページに掲載しま

す。 

 

 

４ 申請のための提出書類及び作成要領 

（１）提出書類及び作成要領 

応募に際しての提出書類は、以下の点に留意して作成してください。 

特定共同企業体による応募の場合は、特定共同企業体を構成する各法人について、次

の ウ に記載する関係書類が必要です。 
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ア 指定申請書（別記様式第１号） 

イ 事業計画書（別記様式第２号） 

（ア）１ 施設の管理運営に対する理念、基本方針（事業計画書関係 １） 

（イ）２ 実績や経験等（事業計画書関係 ２） 

（ウ）３ 施設の設置目的の達成に向けた取組（事業計画書関係 ３） 

（エ）４ 利用者の満足向上（事業計画書関係 ４） 

（オ）５ 指定管理業務に係る費用（事業計画書関係 ５） 

（カ）６ 管理運営体制（事業計画書関係 ６） 

（キ）７ 平等利用、安全対策、危機管理体制等（事業計画書関係 ７） 

（ク）収支予算書（施設ごとに作成）（様式３の１） 

（ケ）収入内訳書（施設ごとに作成）（様式３の２） 

（コ）支出内訳書（施設ごとに作成）（様式３の３） 

ウ 申請者に関する書類 

（ア）法人等概要書（様式１） 

（イ）法人の定款、寄付行為、規約その他これらに準ずる書類 

（ウ）(法人)登記事項証明書（申請日前３ヶ月以内） 

(法人以外)団体の役員名簿及び組織に関する事項を記載した書類（様式２） 

（エ）事業計画書、収支予算書、事業報告書、財務諸表（賃借対照表、損益計算書

等）及びその他法人の事業及び経営の状況を明らかにする書類（各直近１事業

年度分） 

（オ）納税証明書（法人税、法人市民税、消費税及び地方消費税）（各直近１年度

分） 

エ 関係書類 

（ア）構成団体を記載した書類（特定共同企業体での応募の場合）（様式４） 

（イ）管理運営業務に関する特定共同企業体協定書（特定共同企業体での応募の場

合）（様式４の２） 

（ウ）指定管理者指定申請に関する質問票（様式５） 

（エ）指定管理者募集に係る現地説明会の参加について（様式６） 

 

（２）留意事項 

ア 提出書類の変更の禁止 

提出された書類の内容を変更することはできません。（軽微な修正を除く。） 

 

イ 著作権の帰属等 

事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。また、市は必要な場合には、事業

計画書の内容を無償で使用できるものとします。また、提出書類については、個人

に関する情報等を除き指定管理者の決定の公表等必要な場合には、公開されること

があります。 
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なお、提出された書類は理由のいかんにかかわらず返却しません。 

 

ウ 申請の辞退 

申請書類を提出後に辞退する場合は、理由を添えて辞退届（様式任意）を提出して

ください。 

 

エ 虚偽の記載をした場合の無効 

申請書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

 

オ その他 

市が必要と認める場合は、聞き取り調査、追加資料の提出を求めることがありま

す。 

 

 

５ 指定管理者の審査方法及び指定管理者の指定 

指定管理者の選定にあたっては、事業計画書の管理運営計画、経営能力、収支計画等の

内容及び提出書類に基づいて、指定管理者審査委員会の審査により採点し、優先交渉者

（本市との間において指定管理者の選定に向けた協議を行う団体）及び次点（該当する申

請団体がない場合は除く）の者を決定します。 

（１）指定管理者の選定基準 

ア 管理運営の基本方針について 

イ 管理運営計画について 

ウ 経営能力について 

エ 収支計画について 

オ 危機管理、その他について 

 

（２）プレゼンテーションについて 

事業計画書等について、関市指定管理者審査委員会にてプレゼンテーションの機

会を設ける予定です。 

関市指定管理者審査委員会 

開催日 令和７年１０月２１日（火）（予定） 

※詳細については、後日、応募者全員に通知します。 

 

（３）選定結果 

応募者全員に対し、速やかに文書で通知します。 

関市指定管理者審査委員会委員に対し、本件応募について不正な接触の事実が認

められた場合は失格とします。 
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（４）指定管理者の指定 

市は指定管理者の優先交渉者を１団体選定し、令和７年１２月上旬頃に通知しま

す。関市議会の指定の議決を経て、市長が指定管理者を指定しますが、議決（可

決）を得られなかった場合は、指定管理者に指定しないこととします。 

 

（５）指定管理の準備期間 

指定管理者は、令和８年１月から３月までに施設管理に必要な準備をし、円滑に

業務が開始できるようにしてください。 

 

 

６ 指定後の手続き 

（１）協定の締結 

指定管理者の指定後、施設の指定管理業務に関し、包括的な事項を定めた基本協

定及び年度ごとの実施事項を定めた年度協定を締結するものとします。なお、指定

管理者が特定共同企業体等となった場合は、協定の締結時に構成員全員の同意書を

提出していただきます。 

 

また、協定書に定めのない事項または協定書の内容に疑義が生じた場合は、双方

で協議します。 

ア 基本協定書の項目 

（ア）協定の目的 

（イ）施設の概要（施設の名称、規模、会館時間、休館日等） 

（ウ）指定管理者が行う管理の基準、業務の範囲及び実施条件 

（エ）備品等の取扱いに関する事項 

（オ）事業実施に係る指定管理者の確認事項（事業計画、事業報告等） 

（カ）指定管理料及び利用料金に関する事項 

（キ）事故及び損害賠償に関する事項 

（ク）指定管理期間の終了に関する事項 

（ケ）個人情報保護及び情報公開に関する事項 

（コ）指定管理の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

（サ）災害時の対応について 

（シ）第三者への委託等 

（ス）モニタリングについて 

（セ）その他市長が必要と認める事項 

イ 年度協定書の項目 

（ア）当該年度の事業計画に関する事項 

（イ）当該年度に市が支払う指定管理料に関する事項 

（ウ）その他 
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ウ 協定が締結できない場合の措置等 

指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当した場合は、その指

定を取消し、協定を締結しない場合があります。 

（ア）正当な理由なくして協定の締結に応じないとき 

（イ）財務状況の悪化等により、業務の履行が確実でないと認められるとき 

（ウ）著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくない

と認められるとき 

 

 

７ 今後のスケジュール 

（１）募集要項の公表期間     令和７年８月１日（金）～９月５日（金） 

（２）現地説明会         令和７年８月１９日（火） 

（３）応募等に関する質問の受付  令和７年８月８日（金）～８月２２日（金） 

（４）指定管理審査委員会     令和７年１０月２１日（火）予定 

（５）審査結果通知        令和７年１０月 

（６）指定管理者の指定の議決   令和７年１２月 

（７）指定管理者の指定（告示）  令和７年１２月 

（８）指定管理の準備期間     令和８年１月～３月 

（９）協定締結          令和８年３月 

 

 

８ 問い合わせ先 

関市産業経済部商工課 

  〒501-3894 関市若草通３丁目１番地  

電 話  ０５７５－２３－６７５２ 

ＦＡＸ  ０５７５－２３－７７４１ 

電子メール  shoko@city.seki.lg.jp 

関市ホームページ  http://www.city.seki.lg.jp/ 


